
「デジ活」中山間地域
関 係 府 省 関 連 施 策 集

農 林 水 産 省
令 和 ６ 年 ４ 月



・想定する読者
「デジ活」中山間地域に取り組む、又はこれから取り組もうとする地方自治体職員、
地域運営組織等。

・主な目的
「デジ活」中山間地域の取組に役立つ施策を提供し、地域の課題解決のために活用し
ていただく。

・構成、内容
施策や事業ごとに目的や概要、支援内容、担当部署の連絡先をカタログ化。

・使い方
各施策について活用方法などをより深く知りたい場合には、各施策に記載された担当
部署まで、お問合せください。また、「デジ活」中山間地域の取組全般に関しては、
下記まで、お問合せください。

お問合せ先：農林水産省農村振興局農村政策部農村計画課農村活性化推進室
代表 03-3502-8111（内線5535）

「デジ活」中山間地域HP：https://www.maff.go.jp/j/nousin/digikatsu/index.html

地域の基幹産業である農林水産業を軸として、教育・文化、医療・福祉、物流等、
様々な産業分野と連携しながら、地域資源やデジタル技術の活用により、社会課題
解決・地域活性化を図る「『デジ活』中山間地域」の取組に役立つと考える施策を
まとめました。

はじめに
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施策目次（デジタル技術の活用にかかる関係府省関連施策①）
制度 該当

ページ 内容

デ
ジ
タ
ル

デジタル田園都市国家構想交付金 9
 デジタル田園都市国家構想の実現による地方の社会課題解決・魅力向上を深化・加速化する取

組を分野横断的に支援。
⇒ https://www.chisou.go.jp/sousei/about/

内閣府

未来技術社会実装事業 10
 AI、IoTや自動運転、ドローン等の未来技術を活用した新しい地方創生を目指す事業で、革新

的で先導性と横展開可能性等に優れた提案について、関係省庁、地方公共団体、関係民間事業
者等で構成する現地支援体制（地域実装協議会）を構築するなど、総合的かつ横断的に支援。

⇒ https://www.chisou.go.jp/tiiki/kinmirai/index.html

過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 11

 過疎地域等の条件不利地域において、基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまとまりと
する「集落ネットワーク圏」（小さな拠点）において、地域運営組織等が行う生活支援、産業
振興等の取組について支援。

⇒https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/2001/kaso/kasomain0.htm

総務省

地域情報化アドバイザー派遣制度 12
 地域が抱える様々な課題を解決するため、地方公共団体等からの求めに応じ、ICTの知見等を

有する「地域情報化アドバイザー」を派遣し、ICT利活用に関する助言等を実施。
⇒ https://www.r-ict-advisor.jp/

ローカル 10,000プロジェクト 13  産学金官の連携により、地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型事業の
立ち上げを支援。デジタル技術の活用等に関連する事業については、重点支援。

郵便局等の公的地域基盤連携推進事業 14
 デジタル社会の進展への対応、自然災害などの地域の課題解決に向けて、デジタル技術と全国

24,000局の郵便局ネットワークを活用。郵便局と地方公共団体等の地域の公的基盤が連携し
て地域課題を解決するための実証事業を実施し、モデルケースを全国に展開。

⇒ https://www.soumu.go.jp/yusei/kasseika.html

地域デジタル基盤活用推進事業 15

 デジタル行財政改革にかかる地方公共団体などの取組を加速させるため、①計画策定・推進体
制構築支援、②安全な自動運転のために必要な通信の信頼性確保等の検証を含む、先進的なソ
リューションの実用化支援（実証）、③地域の通信インフラの整備などを通じて伴走型支援を
実施。

⇒ https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/digital_kiban/index.html

農村型地域運営組織
（農村ＲＭＯ）形成推進事業 16

 中山間地域等において、複数の集落の機能を補完する「農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）」
の形成を推進するため、むらづくり協議会等が行う調査、計画作成、実証事業等の取組、デジ
タル技術の導入・定着を推進する取組を支援。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/nrmo/index.html 農林
水産省

中山間地農業ルネッサンス推進事業（元気な
地域創出モデル支援） 16

 収益力向上や販売力強化等に関する取組、デジタル技術の導入・定着を推進する取組を支援。
⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sesaku/renais_tyusan.html
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施策目次（デジタル技術の活用にかかる関係府省関連施策②）
制度 該当

ページ 内容

デ
ジ
タ
ル

農山漁村発イノベーション対策 17-18

 農林水産物や農林水産業に関わる多様な地域資源を活用し、付加価値を創出することによっ
て、農山漁村における所得と雇用機会の確保を図る取組等を支援。ワーケーション対応等の
利便性向上や、デジタル技術の活用に係る専門人材の派遣・育成等を支援。また、農山漁村
で新事業を興す起業家と農山漁村のマッチングの取組等を支援。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/inobe/index.html

農林
水産省

鳥獣被害防止総合対策交付金 19
 農作物被害のみならず農山漁村での生活に影響を与える鳥獣被害の防止のため、鳥獣の捕獲

等の強化を支援。被害対策に係るICT等新技術の活用に向けた取組の支援。
⇒ https://www.maff.go.jp/j/seisan/tyozyu/higai/index.html

情報通信環境整備対策 20
 農村地域において、農業水利施設等の農業農村インフラの管理の省力化・高度化やスマート

農業の実装を図るとともに、地域活性化を促進するため、情報通信環境の整備を支援。
⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/jouhoutsuushin/jouhou_tsuushin.html

デジタル林業戦略拠点構築推進事業 21  地域一体となって、森林調査から原木の生産・流通に至る林業活動にデジタル技術をフル活
用し、収益性の高いデジタル林業を実践する「デジタル林業戦略拠点」の構築を推進。

デジタル水産業戦略拠点整備推進事業 22  水産業のデジタル化の取組を面的に推進するため、デジタル水産業戦略拠点を創出する計画
策定等を支援。

みどりの食料システム戦略推進交付金のうち
グリーンな栽培体系への転換サポート 23

 産地に適した「環境にやさしい栽培技術」と「省力化に資する技術」を取り入れた「グリー
ンな栽培体系」への転換に向けた技術検証や、検証に必要なスマート農業機械等の導入を支
援。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/green/index.html

スマート農業技術活用産地支援事業 24

 スマート農業実証プロジェクトに参加して技術・ノウハウを培った民間企業、営農指導員、
研究者、普及員等を中心とした支援チームが、スマート農業技術を積極的に取り入れる他産
地への実地指導に取り組む。

⇒ https://www.naro.go.jp/smart-nogyo/katsuyo-sanchi-shien/index.html

日本版MaaS推進・支援事業 25  地域におけるMaaSの実装や、MaaS実装に不可欠な交通事業者のデジタル化等の促進に関す
る取組を支援。

国土
交通省空き家対策総合支援事業 26

 空家法の空家等対策計画に基づき市町村が実施する空き家の活用・除却に係る取組や、NPO
や民間事業者等がモデル性の高い空き家の活用等に係る調査検討又は改修工事を行う場合に
支援。

スマートアイランド推進実証調査事業 27  四方を海等に囲まれた離島地域において、その地理的隔絶性から生じる離島特有の課題解決
に向けてICTなどの技術を活用し現地実装に必要な実証調査を実施。
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施策目次（デジタル技術の活用にかかる関係府省関連施策③）
制度 該当

ページ 内容

デ
ジ
タ
ル

ドローンを活用した荷物等配送に関するガイ
ドライン 28

 ドローン物流サービスにこれから着手する主体を対象に、導入方法や配送手段等に関する
具体的な手続き及び参考となり得る取組等の事例集を取りまとめた「ドローンを活用した
荷物等配送に関するガイドラインVer.4.0」により、ドローン物流の社会実装に向けた取
組の普及を促進。

⇒ https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000675.html

国土
交通省

運輸部門の脱炭素化に向けた先進的システム
社会実装促進事業のうち、運輸部門の脱炭素
化に向けた次世代型物流促進事業＜環境省予
算＞

29
 共同輸配送とドローンのラストワンマイル配送を組み合わせたモデル構築のための実証等

を行う。

地域公共交通確保維持改善事業費補助金 （自
動運転社会実装推進事業） 30

 地域づくりの一環として行うバスサービス等について、自動運転レベル４の社会実装・事
業化を後押しするため、地方公共団体が実施する自動運転の取り組みを支援。

地域の社会課題解決企業支援のためのエコシ
ステム構築実証事業 31

 社会課題解決事業に関わる各ステークホルダー（金融機関・大企業・地方公共団体など）、
中間支援機能の役割を明確化し、令和5年度中に策定する基本指針に則り、ソーシャルビ
ジネスに取り組む企業や地域の関係者を中心としたエコシステムを構築するため、社会課
題解決事業モデルを複数実証する。

経済
産業省

地域新MaaS創出推進事業 32
● 異業種（商業、医療、観光等）と連携し、地域社会・経済の活性化に取り組む地域（企

業・団体等）を支援。新たなモビリティサービスの社会実装及び全国での横展開モデルの
実現を目指す。

自動運転等の先行実装のためのデジタルライ
フライン整備事業 33

 「デジタルライフライン全国総合整備計画」における先行的な取組として、自動運転車や
ドローンの社会実装等を支援する道路／航路の設定や、インフラ管理のデジタル化を先行
地域で進めるために必要となる、データ連携基盤等のデジタルライフライン（共通規格に
準拠したハード・ソフト・ルールのインフラ）を整備する。

⇒ https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/lifeline.html

遠隔医療設備整備事業 34

● 情報通信機器を活用して病理画像・Ｘ線画像等を遠隔地の医療機関に伝送し、専門医の診
断・助言を得ることで、適切な対応を可能とする。また、患者の通院負担軽減や医師の移
動負担軽減、医療資源の柔軟な活用などの観点から、情報通信機器を活用して、医師と患
者間における遠隔地からの診療を行う。

厚生
労働省

指定管理鳥獣捕獲等事業交付金 35

● 全国的に深刻な被害をもたらすニホンジカ・イノシシの管理を強化するため、ICT等を活
用して、都道府県によるニホンジカ・イノシシの捕獲強化、生息状況調査、人材育成等を
支援。

⇒ https://www.env.go.jp/nature/choju/reinforce/index.html
環境省
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施策目次（中山間地域等の活性化等にかかる関係府省関連施策①）
制度 該当

ページ 内容

①農村型地域運営組織・小さな拠点等の活動への支援

立
ち
上
げ

農村型地域運営組織
（農村ＲＭＯ）形成推進事業

16
(再掲)

 中山間地域等において、複数の集落の機能を補完する「農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）」の形成を推進す
るため、むらづくり協議会等が行う調査、計画作成、実証事業等の取組、デジタル技術の導入・定着を推進す
る取組を支援。

 農村ＲＭＯ形成を効率的に進めるため、中間支援組織の育成等を通じた都道府県単位における伴走支援体制の
構築や、各地域の取組に関する情報・知見の蓄積・共有、研修等を行う全国プラットフォームの整備に対して
支援。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/nrmo/index.html
農林

水産省

下
支
え

中山間地域等直接支払交付金 36  中山間地域等において、農業生産条件の不利を補正することにより、将来に向けた農業生産活動の継続を支援。
⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/tyusan/siharai_seido/

多面的機能支払交付金 37  地域共同で行う、多面的機能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動を支援。
⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/tamen_siharai.html

連
携 重層的支援体制整備事業 38

 市町村において、地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備するため、対象
者の属性（高齢、障害、子ども、生活困窮等）を問わない相談支援、多様な参加支援、地域づくりに向けた支
援を一体的に実施。

⇒ https://www.mhlw.go.jp/kyouseisyakaiportal/jigyou/

厚生
労働省

活
用

過疎地域等集落ネットワーク圏
形成支援事業

11
(再掲)

 過疎地域等の条件不利地域において、基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまとまりとする「集落ネッ
トワーク圏」（小さな拠点）において、地域運営組織等が行う生活支援、産業振興等の取組について支援。

⇒ https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/2001/kaso/kasomain0.htm
総務省

過疎地域遊休施設再整備事業 11
(再掲)

 過疎地域における廃校舎や老朽化して使用されていない家屋等の遊休施設を有効活用し、地域振興や都市住民
との地域間交流を促進するため、生産加工施設、資料展示施設、教育文化施設、地域芸能・文化体験施設等の
整備に要する経費について支援。

⇒ http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/2001/kaso/kasomain4.htm

市町村管理構想、地域管理構想（市
町村管理構想・地域管理構想
策定推進対策）

39
 市町村や地域において、土地の管理や資源の現状把握・将来予測を行い、優先的に維持したい土地や管理方法

の転換等を検討し、目指すべき将来像と土地の管理のあり方を示す市町村管理構想、地域管理構想の策定を推
進。モデル形成のための支援や人材育成研修を実施。

⇒ https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000130.html

国土
交通省

物流総合効率化法を活用した
過疎地域のラストワンマイル配送
の効率化の初年度の運行経費の支
援事業

40
 物流分野の労働力不足への対応を強力に推進し、流通業務の省力化を図るため、総合効率化計画の策定のため

の調査事業及び認定を受けた総合効率化計画に基づく過疎地域向けのラストワンマイル配送の効率化の初年度
の運行経費を支援。

地域公共交通確保維持改善事業 25
(再掲)

 過疎地域等におけるデマンドタクシー、コミュニティバス等の運行費、車両の更新費等を支援。

半島振興広域連携促進事業 41
 半島地域の自立的発展に向けた交流促進、産業振興、定住促進を図るため、半島地域の様々な主体の取組を道

府県がパッケージ化して一体的・広域的に推進するソフト施策を支援。
⇒ https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/kokudoseisaku_chisei_tk_000135.html

豪雪地帯安全確保緊急対策
交付金 42

 豪雪地帯において、除排雪時の死傷事故が多発していることを踏まえ、将来を見据えた戦略的な方針の策定と、
持続可能な除排雪体制の整備等に取り組む自治体を支援。

⇒ https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/kokudoseisaku_chisei_tk_000150.html

生活
支援

体制
づくり

農用地 
保全

農用地 
保全

資源
活用

生活
支援

資源
活用

資源
活用

資源
活用

生活
支援

資源
活用

体制
づくり
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施策目次（中山間地域等の活性化等にかかる関係府省関連施策②）
制度 該当

ページ 内容

①農村型地域運営組織・小さな拠点等の活動への支援

活
用

山村活性化支援交付金 43  山村の活性化を図るため、山村の特色ある地域資源の活用等を通じた所得・雇用の増大を図る取組を支援。
⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sanson/index.html

農林
水産省

農山漁村発イノベーション対策 17-18
(再掲)

 農林水産物や農林水産業に関わる多様な地域資源を活用し、付加価値を創出することによって、農山漁村にお
ける所得と雇用機会の確保を図る取組等を支援。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/inobe/index.html

最適土地利用総合対策 44
 中山間地域等における農用地保全に必要な地域ぐるみの話合いによる最適な土地利用構想の策定、基盤整備等

の条件整備、鳥獣被害防止対策、粗放的な土地利用等を総合的に支援。
⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/tikei/houkiti/saitekitochiriyo.html

みどりの食料システム戦略推進交付
金のうち
有機農業産地づくり推進

45

 有機農業に地域ぐるみで取り組む市町村等において、⽣産から消費まで⼀貫し、農業者のみならず事業者や地
域内外の住⺠を巻き込んで推進する取組の試⾏や体制づくりについて、物流の効率化や販売拡⼤等の取組と⼀
体的に⽀援。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/yuuki/organic_village.html

国宝重要文化財等保存・活用事業費
補助金 46

 国民共有の財産である文化財を次世代に継承するため、中山間地域等に所在する事業者に対して国指定等文化
財の保存修理や整備活用事業のほか、発掘調査や埋蔵文化財活用事業などに対して補助を実施する。

文化庁
国宝重要文化財等防災施設整備費補
助金 47

 国民共有の財産である文化財を次世代に継承するため、中山間地域等に所在する事業者に対して国指定等文化
財の防火対策、耐震対策に係る施設整備に対して補助を実施する。

へき地保健医療対策 48
● へき地における医療提供体制の確保に必要な経費を支援する。
⇒ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_20900.html 厚生

労働省

地
方
財
政
措
置

住民共助による見守り・交流の場や居場所
づくり
等への支援
【市町村】

49

 (1)地域運営組織の運営支援として、①運営支援のための経費（事務局人件費等）について普通交付税措置を講ず
るとともに、②形成支援のための経費（ワークショップ開催の経費等）について特別交付税措置。

 (2)住民共助による見守り・交流の場や居場所づくり等への支援に要する経費（高齢者交流、声かけ・見守り、買
物支援、弁当配達、登下校時の見守り、交流事業（子育て、親子、多世代）、子ども食堂、学習支援、相談の場に
要する経費等）について普通交付税措置。

 ※ (1) ① 及び (2) において、普通交付税算定額を上回る経費について、特別交付税による措置を講ずる。 総務省

地域運営組織の経営力強化支援
【都道府県及び市町村】 49

 自主事業の実施による収入の確保等地域運営組織の経営力強化に要する経費（研修、設備導入、販路開拓に要
する経費等）について特別交付税措置。

資源
活用

資源
活用

農用地 
保全
資源
活用

資源
活用

農用地
保全

生活
支援
体制
づくり

資源
活用
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施策目次（中山間地域等の活性化等にかかる関係府省関連施策③）
制度 該当

ページ 内容

②人材のサポート
寄
り
添
い

生活支援コーディネーター 38
(再掲)

 生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、市町村が定める活動区域ごとに、ボランティア等の生活支援の担い手
の養成・発掘、関係者のネットワーク化、地域の支援ニーズとサービス提供主体のマッチング等のコーディネートを
実施。

厚生
労働省

連
携
・
活
用

社会教育主事、社会教育士 50

 社会教育主事は、教育委員会の事務局に置かれる専門的職員で社会教育を行う者に対する専門的技術的な助言等を行
う。社会教育士は、社会教育主事になるための講習や養成課程を修了した者に与えられる称号で、社会教育の専門的
知識を生かし、行政のみならず、福祉や防災、観光、まちづくり等の多様な分野における学習活動の支援を通じて、
人づくりや地域づくりに携わる。

⇒ https://www.mext.go.jp/a_menu/01_l/08052911/mext_00667.html
文部

科学省

公民館 51  地域住民の交流の場としての役割とともに、住民にとって最も身近な学習拠点として、住民の学習ニーズや地域の実
情に応じた多様な学習機会を提供。

伴
走

地域活性化伝道師 52
 地域の活性化に向け意欲的な取組を行おうとする地域に対して、地域おこしの専門家（地域活性化伝道師）を紹介し、

指導・助言を行う。
⇒ https://www.chisou.go.jp/tiiki/dendoushi/index.html

内閣府

地域力創造アドバイザー 53
 地域独自の魅力や価値の向上に取り組むことで、地域力を高めようとする市町村が、地域活性化に関する知見やノウ

ハウを有する外部専門家を招聘し、指導・助言を実施（必要な経緯等について総務省が特別交付税措置）。
⇒ https://www.soumu.go.jp/ganbaru/jinzai/

総務省参
加
・
従
事

地域おこし協力隊 54
 三大都市圏の若者などの人材等を市町村が委嘱（概ね１年以上３年以下）し、地域ブランドや地場産品の開発・販

売・PR等の地域おこし支援や、農林水産業への従事、住民支援などの「地域協力活動」を実施。
⇒ https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_03000066.html

地域プロジェクトマネージャー 55
 三大都市圏の専門人材（協力隊ＯＢ・ＯＧ含む）等を市町村が任用（概ね１年以上３年以下）し、地域の重要プロ

ジェクトの現場責任者として、行政、地域、民間及び外部専門家等の関係者間を橋渡ししながら当該プロジェクトを
推進（地域プロジェクトマネージャーの雇用に要する経費について総務省が特別交付税措置）。

⇒ https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_04000210.html

地域活性化起業人 56
 三大都市圏の民間企業等の社員を一定期間（６ヶ月から３年）受け入れ、そのノウハウや知見を活かしながら地域独

自の魅力や価値の向上等につながる業務に従事（派遣元企業に対する負担金等について総務省が特別交付税措置）。
⇒https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/bunken_kaikaku/02gyosei08_03100070.html

集落支援員 57
 地域の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウ・知見を有した人材を市町村が委嘱し、市町村職員と連携し

て集落への目配りとして集落の巡回、状況把握等を実施。
⇒https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/bunken_kaikaku/02gyosei08_03000070.html

特定地域づくり事業協同組合 58
 人口急減地域を対象に地域の仕事を組み合わせて、年間を通じた仕事を創出。組合で職員を雇用し、地域内の事業者

に派遣。
⇒ https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/tokutei_chiiki-dukuri-jigyou.html
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施策目次（中山間地域等の活性化等にかかる関係府省関連施策④）
制度 該当

ページ 内容

②人材のサポート

人
材
育
成

農村プロデューサー養成講座 59
 地域への愛着と共感を持ち、地域住⺠の思いを汲み取りながら、地域の将来像やそこで暮らす人々の希望の

実現に向けてサポートする⼈材を「農村プロデューサー」として育成。
⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/course/index.html

農林
水産省有機農業新規参入技術習得等支援事業 60

 新たに有機農業に取り組む農業者に対し、有機JASに関する講習受講等を支援するとともに、品目別の有機
栽培技術の研修会の開催に必要な経費を支援。

スマート農業技術活用産地支援事業 24
(再掲)

 スマート農業実証プロジェクトに参加して技術・ノウハウを培った民間企業、営農指導員、研究者、普及員
等を中心とした支援チームが、スマート農業技術を積極的に取り入れる他産地への実地指導に取り組む。

⇒ https://www.naro.go.jp/smart-nogyo/katsuyo-sanchi-shien/index.html

地方創生カレッジ 61
 地方創生の事業展開に必要な人材を育成・確保するため、 実践的な無料のeラーニング講座を提供するほか、

地方創生の有識者を交えた交流掲示板や、各地で地方創生に取り組む実践事例の特集等を通じて知恵の共有
を図る。

⇒ https://chihousousei-college.jp/
内閣府

関
係
人
口

農山漁村関わり創出事業 17-18
(再掲)

 農繁期の手伝いや地域資源の保全等の農山漁村での様々な活動について、農山漁村に興味がある多様な人材
が関わることができる仕組みを構築する取組等を支援。

農林
水産省

多面的機能支払交付金 37
(再掲)

 多面的機能の増進を図る活動の活動項目「広報活動・農的関係人口の拡大」として、多様な主体の参画の促
進や地域外からの呼び込みによる農的関係人口の拡大のための活動を支援。

関係人口ポータルサイト 62
 全国の地方公共団の関係人口創出・拡大に関する取組事例、関連イベントや交流体験プログラム等の情報を

一元化。
⇒ https://www.soumu.go.jp/kankeijinkou/

総務省

関係人口創出・拡大のための対流促進事
業 63

 モデル性を有する関係人口の創出・拡大の取組と、全国の官民関係者が参画する協議会の運営を通じた関係
者間の情報共有やネットワーク化を支援。

⇒ https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kankei/index.html 内閣府
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１ デジタル田園都市国家構想交付金 URL https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県
市町村 ハード・ソフト 交付金

（1/2） １月頃 100,000 内閣府 地方創生推進事務局
03-3581-4213

（百万円）

https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html


 未来技術社会実装事業は、「デジタル田園都市国家構想総合戦略」におけるモデル地域ビジョンにて、先導的なスマートシティの創出を目指すための関連施
策の１つとして位置づけられています。

 事業の概要としては、AI、IoTや自動運転、ドローン等の未来技術を活用した地域課題の解決と地方創生を目指し、革新的で先導性と横展開可能性等に
優れた地方公共団体の取組に対して、未来技術の社会実装に向けた現地支援体制（地域実装協議会）を構築し、関係府省庁による総合的な支援を
行う事業です。

 未来技術を活用した地方創生に関する提案を地方公共団体から募集し、H30年度からR5年度までに合計55事業を選定。選定から5年で社会実装を目
指し複数年にわたる伴走型支援を行います。R5年10月時点で33事業※に対して支援を実施中です。
※ H30年度からR4年度までの選定合計53事業のうち22事業はR4年度末までに支援終了。

概 要

２ 未来技術社会実装事業 URL HP    https://www.chisou.go.jp/tiiki/kinmirai/index.html
事例等  https://www.chisou.go.jp/tiiki/kinmirai/ichiran.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県
市町村 ハード・ソフト 4月～５月 74の内数 内閣府 地方創生推進事務局

03-6206-6175

HP

（百万円）

事例等

未来技術を活用して地域課題の解決と地方創生を目指す取組を支援
提案された各事業をパッケージ化し、複数の関係府省庁を交えた地域実装協議会にて総合的支援
今後3年間で一部実装、5年間で本格実装（事業化され自走すること）を見込む事業を対象

事業イメージ

少子高齢化、生産年齢
人口の減少の結果、

→安全安心な地域づくり
 の必要性の高まり

→産業、生活サービスの
   衰退、担い手不足
→交通弱者の増加

など

地 域 課 題

社 

会 

実 

装事業b
B省・C省支援

事業a
A省・B省支援

事業c
D省支援

地域実装協議会

地方公共団体
（事務局）

A市事業 関係府省庁連絡会議

関係府省庁
（うち1名は現地
支援責任者）

【議長】
内閣府地方創生推進
事務局長
【構成員】
各省庁地方創生関連
部局長

幹事会（課長級）

現地支援体制 国の支援体制

状況報告

支援指示

民間事業者

総合
調整
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３ 過疎地域持続的発展支援交付金 URL https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/2001/kaso/kasomain11.htm

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先
１ 地域運営組織等
２ 都道府県・市町村
３・４ 市町村

ハード・ソフト 下図参照 805
総務省地域力創造グループ
過疎対策室
03-5253-5536

（百万円）
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4 地域情報化アドバイザー派遣制度 URL HP https://www.r-ict-advisor.jp/（R5）
事例等 https://www.r-ict-advisor.jp/cases-case-good_practices/ （R5）

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

地方公共団体等 ソフト ー ４月～12月頃 ー 104の内数 総務省 情報流通行政局 
地域通信振興課 03-5253-5758

（百万円）

派遣団体数派遣の仕組み

総
務
省

１.派遣要請

事業の内容等に応じて
専門家の派遣を実施 ３.助言等

地域情報化
アドバイザー

２.派遣決定
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情報通信技術（ICT）を地域の課題解決に活用する取組に対して、自治体等からの求めに応じて、ICT の知見、
ノウハウを有する専門家（「地域情報化アドバイザー」）を派遣し、助言・提言・情報提供等を行うことにより、
地域における ICT 利活用を促進し、活力と魅力ある地域づくりに寄与するとともに、地域の中核を担える人材の育成を図る。

趣旨・目的

（年度）

HP 事例等
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5 地域経済循環創造事業交付金
(ローカル10,000プロジェクト) URL https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/

jichi_gyousei/c-gyousei/local10000_project.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県・市区町村 ハード 原則1/2
(上限2500万円) 毎月10日〆切 毎月 600の内数 総務省地域力創造グループ

地域政策課 03-5253-5523
（百万円）

事業スキーム
民間事業者等の初期投資費用

支援対象
 対象経費は、
 ・施設整備費
 ・機械装置費
 ・備品費

自己
資金等

公費による交付額 ※１

国 費

地域金融機関による融資等 ※２

・ 公費による交付額以上

・ 地域資源を活かした持続可能な事業

・ 行政による地域課題への対応の代替となる事業

・ 高い新規性・モデル性がある事業

・ 地域の中核となる大学と連携して実施する事業（調査研究費等）

地方費

※条件不利地域かつ財政力の弱い市町村

の事業は国費2/3, 3/4

・「デジタル技術」   国費9/10
・「ローカル脱炭素」国費3/4

○ 産学金官の連携により、地域の資源と資金を活用した地域密着型事業の立ち上げを支援。
○ 国の重要施策（デジタル技術の活用、ローカル脱炭素の推進）と連動した事業については、重点支援。

※１ 上限2,500万円。 融資額（又は出資額）が公費による交付額の１．５倍以上２倍未満の場合は、上限3,500万円。２倍以上の場合は、上限5,000万円
※２ 地域金融機関による融資の他に、地域活性化のためのファンド等による出資を受ける事業も対象

重点支援

以下の①・②に該当し、全くの新規分野における事業の立ち上げであり、

新規性・モデル性の極めて高い事業については、手厚く支援

①生産性向上に資するデジタル技術の活用に関連する事業【国費9/10】

②脱炭素に資する地域再エネの活用等に関連する事業【国費3/4】

原則 1/2

重点支援（嵩上げ）

これまでの実績（４７８事業、３８２億円）
（事業数は交付決定数、金額は事業実績（見込み含む）（R６年３月末時点））

・公費交付額  134億円

・融資額         191億円

・自己資金等  56億円

※端数処理の都合上合計は一致しない。
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６ 郵便局等の公的地域基盤連携推進事業 URL https://www.soumu.go.jp/yusei/kasseika.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先
郵便局と連携する地
方公共団体等の地域
の公的基盤

ハード・ソフト 調査研究(請負) 125
総務省 情報流通行政局
郵政行政部企画課
03-5253-5959

（百万円）

ガイドライン・連携事例集
作成・公表

郵便局等の公的地域基盤連携推進事業

郵便局を活用して
全国の地域課題を解決

・少子高齢化
・地域住民の
デジタル化支援

・災害時安否確認
・空き家対策 等

総務省
による
実証

地域課題 成果

シンクタンク
が調査研究
として請負 地方自治体・公的企業等

日本郵便・郵便局

【実証テーマ案】

デジタル技術の
活用

（例）
連携の
 推進

【公的地域基盤】

郵便局デジタル地図
プラットフォーム※の

地域社会活用

（例）

地域の安全・インフラ維持等に活用

郵便局デジタル地図
プラットフォーム

郵便局における
オンライン診療の実施

（例）

郵便局におけるオンライン診療サポート

郵便局 医師

郵便車両を活用した
スマート水道検針

検針業務に郵便配達のリソースを活用

※郵便局デジタル地図プラットフォーム：郵便局が保有する事故頻発地点、アンダーパス冠水頻発箇所、
道路損傷箇所等の情報を一元化したデジタル地図を活用するために日本郵便が構築する共通基盤。

ドローンを活用した
地域課題解決

（例）

郵便局ドローンを自治体ニーズで活用

・全国24,000局
（人員･窓口･配達）
・保有するデータ
・地域の信頼 等

（計画年度）      令和４年度～令和６年度

● デジタル社会の進展への対応、人口減少などに伴う地域の課題解決に向けて、デジタル技術と全国
24,000局の郵便局ネットワークを活用。郵便局と地方自治体等の地域の公的基盤が連携して地域課題を
解決するための実証事業を実施し、モデルケースを全国に展開。
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7 地域デジタル基盤活用推進事業 URL https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/digital_kiban/index.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R5年度補正予算 問合せ先

地方公共団体
民間団体等 ハード・ソフト ③：1/2

２～３月
複数回公募の
可能性あり

4,750
総務省地域通信振興課
デジタル経済推進室
03-5253-5757

（百万円）

①計画策定支援  

デ ジ タ ル実装に必要となる地域課題の
整理 、導入 ・運用計画の策定等を
専門人材が支援します 。

何から着手
すれば良いか
わからない…

DXを進めていく
ための計画書を
作成したい…

地域課題の
洗い出し、
優先順位を
整理したい

導入計画策定のコ ン サ ル テ ィ ン グ

新 しい通信技術（ローカル５ G 、
W i - F i  H a L o w 、W i - F i６ E／７等）
を活用して地域課題の解決を図る
先進的ソ リ ュ ー シ ョ ン の実用化に
向けた社会実証を支援します 。

先進的ソ リ ュ ー シ ョ ン の実用化支援
②実証事業  

通信イン フ ラ（ロー カル５ G 、W i - F i 、
L P W Aな ど）の整備を伴 う 、 デ ジ タ ル
技術によ る地域課題解決の取組を
支援します 。
補助率 １／２

地域のデジタル基盤の整備支援

【支援対象】
・地方公共団体 (※1)
・地方公共団体が出資する法人又は非営利法人
※1 財政力指数１以上の地方公共団体は対象外

【支援対象】
・地方公共団体
・地方公共団体が出資する法人又は非営利法人
・企業・団体等 (※2)
※2 当該企業・団体等にのみ利益がある取組ではなく、

地域課題の解決に資するものであること

【支援対象】
・地方公共団体
・地方公共団体が出資する法人又は非営利法人
・企業・団体等（※3）
※３ 採択候補に決定後、交付申請までに地方公

共団体を1以上含むコンソーシアムを形成している
こと

③補助事業  
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８
農山漁村振興交付金のうち
中山間地農業推進対策
（農村RMOモデル形成支援 等）

URL https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/shinko_kouhukin.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県、市町村
地域協議会、民間団体 ソフト 定額 随時 8,389の内数 農林水産省 地域振興課

03-3501-8359
（百万円）
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９ 農山漁村振興交付金のうち
農山漁村発イノベーション対策 URL https://www.maff.go.jp/j/nousin/inobe/index.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先
都道府県、市町村、民間団
体、地域協議会、農林漁業
者、民間事業者、農林漁業

者の組織する団体等
ハード・ソフト 定額、1/2、

3/10等
２月上旬～下旬 

ほか
※詳細は次ページ

8,389の内数 農林水産省農村振興局
※詳細は次ページ

（百万円）

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

１．農山漁村発イノベーション推進事業
① 地域活性化に向けた活動計画策定※、関係人口創出、地域づくりを担う農村プロデューサーの育成及
び実地研修による技術力向上、農業・農村の情報発信等を支援します。

② 地域資源を活用した商品開発、デジタル技術の活用に係る専門人材の派遣・育成等を支援します。
③ 農泊の実施体制の整備や経営の強化、観光コンテンツの磨き上げ等の取組を支援します。
④ 農福連携の普及啓発、障害者等の農林水産業に係る技術の習得、専門人材の育成等を支援します。

２．農山漁村発イノベーション整備事業
① 農林水産物加工・販売施設、地域間交流拠点等の整備を支援します。
② 農泊の推進に必要となる古民家等を活用した滞在施設等の整備を支援します。
③ 農福連携の推進に必要となる障害者等が作業に携わる生産施設等の整備を支援します。

（関連事業）農山漁村発イノベーション委託調査事業
農山漁村発イノベーション推進に係るエビデンスに基づく施策企画・立案の充実を図るため、所得創出効

果等の施策効果を測定するための委託調査を実施します。

＜事業の流れ＞

国

＜対策のポイント＞
農林水産物や農林水産業に関わる多様な地域資源を活用し、付加価値を創出することによって、農山漁村における所得と雇用機会の確保を図る取組等を

支援します。

＜事業目標＞
農山漁村発イノベーションに取り組んでいる優良事業体数の増加（100事業体［令和７年度まで］） 等

１．農山漁村発イノベーション
推進事業

定額

定額

定額、1/2

定額、1/2等

民間団体、地域協議会等

都道府県

地方公共団体

（１②,④の事業）

3/10、1/2等

定額、1/2
（１、２②,③の事業）

農林漁業者、市町村、民間事業者等 （１②の事業）

農林漁業者の組織する団体等 （２①の事業）

２．農山漁村発イノベーション
整備事業

①地域活性化型

②農山漁村発イノベーション
創出支援型

③農泊推進型

④農福連携型

①定住促進・交流対策型
産業支援型

②農泊推進型

③農福連携型

地域住民による地域活性化のための
活動計画づくり

地域資源を多分野で活用した商品・
サービスの開発

障害者等の農産物栽培技術の習得や
専門人材の育成等

農林水産物直売所の整備

集出荷・貯蔵・加工施設の整備

古民家等を活用した滞在型施設の整備

障害者等が作業に携わる生産施設の
整備

景観等を活用した観光コンテンツの開発

都道府県

※下線部は拡充内容

※ 農山漁村振興交付金の全ての対策について活用が可能

HP・事例等
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１．農山漁村発イノベーション推進事業
①地域活性化型のうち
・活動計画策定事業、農山漁村関わり創出事業   都市農村交流課 03-3502-5946 
・農山漁村情報発信事業(※優良事例の横展開)    農村計画課 03-3502-6001 
・農山漁村情報発信事業(※理解醸成等)                                                                   鳥獣対策・農村環境課 03-6744-0250

②農山漁村発イノベーション創出支援型                                                                      都市農村交流課 03-6744-2497
③農泊推進型 都市農村交流課 03-3502-5946（２．農山漁村発イノベーション整備事業の②農泊推進型も同じ）
④農福連携型 都市農村交流課 03-3502-0033（２．農山漁村発イノベーション整備事業の③農福連携型も同じ）

２．農山漁村発イノベーション整備事業
①定住促進・交流対策型及び産業支援型のうち
・定住促進・交流対策型 地域整備課 03-3501-0814
・産業支援型 都市農村交流課 03-6744-2497

各メニューの
問合せ先

○公募時期
１．農山漁村発イノベーション推進事業 2月上旬～下旬頃
※②農山漁村発イノベーション創出支援型においては、農山漁村発イノベーション中央サポート事業のみ該当

２．農山漁村発イノベーション整備事業（②農泊推進型、③農福連携型） 2月上旬～下旬頃

○事業要望調査時期
１．農山漁村発イノベーション推進事業（②農山漁村発イノベーション創出支援型） 1月下旬～2月中旬頃
※農山漁村発イノベーション中央サポート事業を除く

２．農山漁村発イノベーション整備事業（①定住促進・交流対策型及び産業支援型）
①定住促進・交流対策型 1月下旬～2月中旬頃
産業支援型 1月下旬～2月中旬頃

各メニューの
公募時期等
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10 鳥獣被害防止総合対策交付金 URL https://www.maff.go.jp/j/seisan/tyozyu/higai/yosan/yosan.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先
都道府県
地域協議会
民間団体等

ハード・ソフト 定額
(1/2以内等 )

3月中旬～
4月中旬

1月中旬～
2月中旬 9,900

農林水産省 農村振興局 農村政策部
鳥獣対策・農村環境課 鳥獣対策室
03-3591-4958

（百万円）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．鳥獣被害防止総合対策交付金  9,900（9,603）百万円
① 鳥獣被害防止総合支援事業【令和５年度補正予算含む】

シカやイノシシ、サル、クマ等への対応など「被害防止計画」に基づく地域ぐるみの取組や侵
入防止柵の設置、広域柵の整備再編計画の策定、侵入防止柵の再編整備支援の強
化等を支援します。

② 鳥獣被害防止都道府県活動支援事業、都道府県広域捕獲活動支援事業
都道府県が主導して行う鳥獣被害防止対策や広域捕獲に係る取組等を支援します。

③ 鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業
被害を及ぼす野生鳥獣の捕獲活動経費を支援します。

④ 鳥獣被害対策基盤支援事業、全国ジビエプロモーション事業等【令和５年度補正予算含む】
被害対策推進のための人材育成や狩猟組織の体制強化、ジビエ消費拡大を図るプロ

モーション等を行うとともに、ジビエ利活用の更なる拡大に向けた情報発信の取組等を支
援します。

⑤ シカ特別対策【令和５年度補正予算】
集中的にシカ被害を低減させるための対策の実施を支援します。

＜事業の流れ＞ 定額、1/2等

定額

交付

定額

都道府県 地域協議会等

民間団体等（民間企業、一般社団法人を含む）

（①、③、⑤の事業）

（④の事業）

国 都道府県 （②、⑤の事業）

〔総合的な鳥獣対策・ジビエ利活用拡大への支援〕

捕獲活動経費の
支援

刈り払い等による
生息環境管理

侵入防止柵の設置や
捕獲機材の導入

処理加工施設
等の整備

処理加工施設等
における人材育成

②効率的な柵の設置に向けた支援
広域柵の整備再編計画の策定支援やグレーチング

設置等を含めた再編整備を強化

〔捕獲等の強化〕 〔ジビエ利活用拡大に向けた取組〕
①シカの個体数減少に向けた取組
被害要因、生息状況等に基づいたシカの個体数減

少に資する総合的な取組を支援

②ジビエの情報発信強化
ジビエ利活用の更なる拡大に向けた展示物等の

制作等を通じた情報発信の強化

都
道
府
県

協
議
会

① 広域搬入の推進
捕獲鳥獣の処理加工施設への搬入拡大に向

けた支援を実施

【令和５年度補正予算含む】

【令和５年度補正予算】

【令和５年度補正予算】

農作物被害のみならず農山漁村での生活に影響を与える鳥獣被害の防止のため、鳥獣の捕獲等の強化やジビエ利活用拡大への取組等を支援します。
また、森林における林業関係者等のシカ捕獲への参画促進や国有林野におけるシカ捕獲等を実施します。
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https://www.maff.go.jp/j/seisan/tyozyu/higai/yosan/yosan.html


11 農山漁村振興交付金のうち
情報通信環境整備対策 URL https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/jouhoutsuushin/jouhou_tsuushin.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先
都道府県
市町村

土地改良区等
ハード・ソフト 1/２等

定額 随時 前年度4月、7月、
10月、1月を予定 8,389の内数

農林水産省農村振興局
地域整備課
03-6744-2209

（百万円）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．計画策定事業

① 計画策定支援事業
情報通信環境に係る調査、計画策定に係る取組を支援し

ます。
② 計画策定促進事業
事業を進める中で生じる諸課題の解決に向けたサポート、
ノウハウの横展開等を行う民間団体の活動を支援します。

２．施設整備事業
① 農業農村インフラの管理の省力化・高度化やスマート農
業の実装に必要な光ファイバ、無線基地局等の情報通信
施設及び附帯設備の整備を支援します。

② ①の情報通信施設を地域活性化に有効活用するための
附帯設備の整備を支援します。

＜事業の流れ＞

国
都道府県 市町村等

都道府県

定額
民間団体

定額、1/2等

（１②の事業）国

（１①、２の事業）

（１①、２の事業）

無線基地局。地域の取組内容に応じ
て適切な通信規格（LPWA、BWA、
Wi-Fi、ローカル5G等）を選定。

光ファイバ 無線基地局

情
報
通
信
施
設

排水機場

頭首工

鳥獣罠
センサー

公衆無線LAN

ため池 ドローン

農業集落排水

農業用ダム

選果場

居住エリア
自動給水栓

自宅から農地を
監視

事務所から施設を
監視・制御

農作業
体験施設

（情報通信施設の活用例）
農業農村インフラの管理の省力化・高度化に関する利用

地域活性化に関する利用スマート農業の実装に関する利用 

光ファイバ

マルチセンサー
（気温、湿度等）

監視カメラ

自動給水栓

水位センサー

自動走行農機

ハウス
環境計測
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https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/jouhoutsuushin/jouhou_tsuushin.html


12 デジタル林業戦略拠点構築推進事業 URL https://www.rinya.maff.go.jp/j/kaihatu/digital/digital.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

地域コンソーシアム ソフト 定額、1/2 1月下旬～
３月上旬頃 78 農林水産省 林野庁 研究指導課

03-3501-5025
（百万円）

これまで一部の者や分断的な利用に留まっているデジタル技術を、地域全体で森林資源調査、原木の生産・流通、再造林など林業活動にフル
活用する「デジタル林業」の実践・定着を進めることが重要。
そのため、異分野を含む多数のプレーヤーが地域コンソーシアムを形成し、地域一体となりデジタル林業を実践する「デジタル林業戦略拠

点」の構築を支援する。
趣旨・目的

地域コンソーシアムによる林業のデジタル化の実証活動（以下①～③の取組）を支援する。
①検討会開催 ②森ハブから派遣されるコーディネータの活用 ③実証活動（資源管理、生産管理、造林、通信、森林サービス）事業内容
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https://www.rinya.maff.go.jp/j/kaihatu/digital/digital.html


事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

民間団体等 ソフト 定額 5月頃 1,952の内数
農林水産省
水産庁漁政部企画課
03-3592-0731

（百万円）
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13 デジタル水産業戦略拠点整備推進事業 URL https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/digital_suisangyo/index.html



14 みどりの食料システム戦略推進交付金のうち
グリーンな栽培体系への転換サポート URL

HP   https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/green/index.html
事例等①https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/green/attach/pdf/index-53.pdf
事例等②https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/green/attach/pdf/index-54.pdf

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

協議会、都道府県
市町村、農業協同組合 ソフト 定額

1/2以内
１月中旬～２月中旬
３月中旬～４月中旬
（状況に応じ随時）

650の内数
(R5補正予算 2,706の内数）

農林水産省 技術普及課
03–3501-3769

（百万円）

農業生産における環境負荷低減の取組を推進するため、各産地におけるグリーンな栽培体系への転換に向けた以下の取組を支援

環境にやさしい栽培技術
化学農薬の使用量の低減
化学農薬のみに依存しない総合防除 など
化学肥料の使用量の低減
堆肥や有機質資材の活用 など
有機農業の取組面積の拡大
有機農業のための土づくりや防除法 など
水田からのメタンの排出削減
中干し期間の延長、秋耕 など
バイオ炭の農地施用
果樹選定枝のバイオ炭、籾殻くん炭 など

バイオ炭の農地施用 
果樹選定枝のバイオ炭 など
石油由来資材からの転換
バイオマス由来成分を含む生分解性マルチなど
プラスチック被覆肥料の被覆殻対策
プラスチック被覆肥料の代替技術
被覆殻の流出防止技術
省資源化
耐用年数の長い資材への切替え など
その他温室効果ガスの排出削減に資する技術

省力化に資する技術

慣行の栽培体系と比べて
省力化される技術

環境にやさしい栽培技術
の省力化を図る技術

❶ 産地に適した環境にやさしい栽培技術及び省力化に資する技術の検証
❷ ❶の検証に必要なスマート農業機械等の導入
❸ ❶と併せて行う環境に配慮した農産物に対する消費者の理解醸成
❹ グリーンな栽培体系の実践・普及に向けた栽培マニュアル・産地戦略（ロードマップ）の策定
❺ 栽培マニュアル・産地戦略の関係者への情報発信（HP掲載等）

みどりの食料システム戦略の実現に向けて、各産地に適した「環境にやさしい栽培技術」と「省力化に資する先端技術等」を
取り入れた「グリーンな栽培体系」への転換を推進するため、産地に適した技術を検証し、定着を図る取組を支援する。

事業内容

事例等①HP 事例等②
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https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/green/index.html
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15 スマート農業技術活用産地支援事業 URL
①令和６年度採択結果について

https://www.naro.go.jp/publicity_report/press/laboratory/naro/162488.html
②支援の概要

https://www.naro.go.jp/smart-nogyo/katsuyo-sanchi-shien/index.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

民間団体等 ソフト 定額
令和６年
１月下旬～
３月上旬

3,000の内数
※スマート農業技術の開発・
実証・実装プロジェクト

農林水産省
農林水産技術会議事務局
研究推進課
03- 3502-7438

（百万円）

〇 実証プロジェクトに参加して技術・ノウハウを培ったメンバーの中でも、スマート農業技術の普及・実装に積極的に取り組む民間企業、営農指導員、研究者、自治体の普及員等が
「スマートサポートチーム（通称：スマサポ）」として活動。

〇 令和4年度より、スマート農業技術活用産地支援事業を活用し、スマサポのメンバーを中心とした支援チームが、新技術を積極的に取り入れる他産地への実地指導に取り組む。
今後、これらの産地での指導結果に基づいて手引書を作成し、指導人材を育成しつつ、スマート農業技術やデータ活用を推進。

① ②

-24-

事業における取組一覧（上段：R５年度採択、下段：R４年度採択）

支援チームを代表する機関 支援を受ける産地 品目
① ウォーターセル(株) 北海道 バレイショ、水稲等
② (株)誠和 埼玉県 イチゴ
③ (株)鈴生 静岡県 レタス、ブロッコリー等
④ (株)レグミン 兵庫県 麦類、タマネギ等
⑤ (株)つじ農園 三重県 水稲、麦
⑥ (一財)浅間リサーチエクステンションセンター 鳥取県 水稲
⑦ テラスマイル(株) 岡山県 ブドウ
⑧ 熊本県 イチゴ

① (株)スマートリンク北海道 北海道 水稲、小麦等
②

テラスマイル(株)
岩手県 ピーマン

③ 富山県 タマネギ、業務用米
④ 三重県 茶
⑤ (株)日本能率協会コンサルティング 群馬県 イチゴ
⑥ 鹿児島県 キャベツ
⑦ (株)スカイマティクス 千葉県 水稲
⑧ 農研機構 北海道農業研究センター 北海道 飼料作物
⑨ 石川県農林総合研究センター 石川県 水稲、大豆、麦
➉ 大阪公立大学 三重県 トマト
⑪ （一財）浅間リサーチエクステンションセンター 宮崎県 かんしょ

※このほか、令和６年度に12件採択

https://www.naro.go.jp/publicity_report/press/laboratory/naro/162488.html
https://www.naro.go.jp/smart-nogyo/katsuyo-sanchi-shien/index.html


16 地域公共交通確保維持改善事業 URL https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000041.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

協議会・事業者等 ハード・ソフト 1/2以内・
1/3以内 等 随時 随時 R6予算：20,805

（R5補正予算：27,900）

国土交通省 総合政策局
地域交通課
03-5253-8396

（百万円）

地域公共交通活性化再生法等を踏まえ、持続可能な地域公共交通ネットワークの実現に向けた取組を支援する。趣旨・目的
多様な関係者の連携により、地方バス路線、離島航路・航空路などの生活交通の確保・維持を図るとともに、バリアフリー化、地域鉄道の安
全性の向上に資する設備など、快適で安全な公共交通の構築に向けた取組を支援する。事業内容
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17 空き家対策総合支援事業 URL https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000035.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

市区町村・所有者・
NPO・民間事業者等 ハード・ソフト 1/2、2/5、

1/3、定額 随時 随時 5,900
国土交通省住宅局
住宅総合整備課住環境整備室
03-5253-8508

（百万円）

■空き家の除却・活用への支援（市区町村向け）
＜空き家対策基本事業＞
〇 空き家の除却（特定空家等の除却、跡地を地域活性化のために計画的に利用する除却等）
〇 空き家の活用（地域コミュニティ維持・再生のために10年以上活用）
〇 空き家を除却した後の土地の整備
〇 空き家の活用か除却かを判断するためのフィージビリティスタディ
〇 空家等対策計画の策定等に必要な空き家の実態把握
〇 空き家の所有者の特定

※上記６項目は空き家再生等推進事業（社会資本整備総合交付金）でも支援が可能
〇 空家等管理活用支援法人による空き家の活用等を図るための業務
＜空き家対策附帯事業 ＞
〇 空家法に基づく代執行等の円滑化のための法務的手続等を行う事業
 （行政代執行等に係る弁護士相談費用、財産管理制度の活用に伴い発生する予納金等）

＜空き家対策関連事業 ＞
〇空き家対策基本事業とあわせて実施する事業
＜空き家対策促進事業 ＞
○ 空き家対策基本事業と一体となってその効果を一層高めるために必要な事業

■モデル的な取組への支援（NPO・民間事業者等向け）
＜空き家対策モデル事業 ＞
○調査検討等支援事業（ソフト）
 （創意工夫を凝らしたモデル性の高い取組に係る調査検討やその普及・広報等への支援）
○改修工事等支援事業（ハード）
（創意工夫を凝らしたモデル性の高い空き家の改修工事・除却工事等への支援）

地域活性化のため、空き家を地域交流施設に活用

空き家の活用

国

1/3

地方公共団体

1/3

所有者

1/3

＜補助率＞

※市区町村が実施する場合は国２/５、市区町村３/５
※代執行等の場合は国１/２、市区町村１/２

※市区町村が実施する場合は国１/２、市区町村１/２

※モデル事業の補助率 調査検討等：定額 除却：国2/5、事業者3/5 活用：国1/3、事業者2/3

空き家の所有者が実施

活用

国

2/5

地方公共団体

2/5

所有者

1/5
除却

R6拡充

国

1/2

地方公共団体

1/2

支援法人
による
業務

空き家の所有者が実施

空家等管理活用支援法人が実施

空家法の空家等対策計画に基づき市区町村が実施する空き家の除却・活用に係る取組や、NPOや民間事業者等が行う
モデル性の高い空き家の活用・改修工事等に対して支援（事業期間：平成28年度～令和７年度）
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18 スマートアイランド推進実証調査事業 URL https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chirit/smartisland.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先
民間企業・団体等及び
地方公共団体を構成員
に含むコンソーシアム

ハード・ソフト 委託 ２月～４月 ５月～３月 139
国土交通省
国土政策局離島振興課
03-5253-8421

公募時期：
特に期間の定めのないものは
「随時」。補助事業等でない
場合は「－」を記載。

事業要望・調査時期：
要望調査を実施しないも
のは「ー」を記載。

（百万円）

○ 各離島地域が抱える課題解決のためＩＣＴなどの新たな技術・知見を活用し、現地に実装するために検証が必要な事項について、①自
立的な実装を実現するための広域的な連携による事業性の確保に特化した実証（広域連携型調査）、②新技術の活用の幅が大きく、また、
島民の日常生活の維持に新技術が直接的に影響を及ぼす小規模離島が有する課題解決に特化した実証（小規模離島型調査）を実施。
※１ 広域連携型調査および小規模離島型調査の同時応募は不可とする。
※２ 広域連携型調査への応募に当たっては、コンソーシアム等の団体に離島を有する基礎自治体（市町村）を複数で構成されることとする。

○ 調査対象となるフィールドは離島振興法（昭和28年法律第72号）に基づく離島振興対策実施地域とし、調査にあたっては、現状の課題、
課題を踏まえた振興のビジョンを考慮するとともに、調査で得られた結果をもとに他地域への横展開を行うことを念頭に置いて実施する
ものとする。※広域連携型調査の場合においても、対象となる離島はいずれも離島振興対策実施地域であることを必須とする。

○ 調査対象となる分野は、交通・物流、産業振興、医療、教育、エネルギー、防災等、離島振興法に基づく離島振興基本方針に掲げるも
のとする。

企画提案を公募して実施する調査内容

実証調査の調査イメージ

C
離島

複数離島それぞれで有している機能を集約することによる効率化や、事
業規模が小さい単独事業では採算が確保できない、担い手を確保できな
いといった課題等を解決する技術や体制構築 等

A
離島

B
離島

【小規模離島型調査】【広域連携型調査】

X町（A離島）・Y村（B離
島）を含んだコンソーシ

アム等による応募

【コンソーシアムの組成例】

X町 Y村

・地域の担い手の確保等が困難な状況に対して、省力化・無人化が図られる
技術・体制の構築
・島民にとって、容易に操作が可能とするなど、例えば医療・介護・交通等の
分野で、生活利便性の向上が図られる技術や体制構築 等

○○コンソーシアム

○○株式会社、
○○学校など
民間企業・団体等

○○株式会社、
○○学校など
民間企業・団体等

【コンソーシアム組成例】

W町

△△コンソーシアム

W町（C離島：小規模離
島）を含んだコンソーシ

アム等による応募

【想定される調査のイメージ】 【想定される調査のイメージ】
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19 ドローンを活⽤した荷物等配送に関するガイドライン URL https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000675.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・
内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

ドローン物流事業を計画する者
（民間事業者、地方公共団体等） ソフト

国土交通省 
物流・自動車局 物流政策課
03-5253-8799
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20
運輸部門の脱炭素化に向けた先進的システム
社会実装促進事業のうち運輸部門の脱炭素化
に向けた次世代型物流促進事業

URL https://www.env.go.jp/air/car/transportation/index.html
※環境省予算であり、公募は環境省で実施

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

地方公共団体、
民間事業者・団体等 ハード・ソフト 1/2 6月下旬～

7月下旬 1,165の内数
国土交通省
物流・自動車局 物流政策課
03–5253-8799

（百万円）
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21 地域公共交通確保維持改善事業費補助金
（自動運転社会実装推進事業） URL https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr7_000066.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

地方公共団体 ハード・ソフト ４月～
５月頃 20,805の内数

国土交通省 物流・自動車局
技術・環境政策課
03-5253-8592

（百万円）
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22 地域の社会課題解決企業支援のため
のエコシステム構築実証事業 URL ①https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2024/pr/pdf/pr_ippan.pdf

②https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/chiiki_kigyou_kyousei/2024/20240301_01.pdf

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

民間事業者・団体等 ソフト 委託 ４月～
５月頃 600

経済産業省 中小企業庁
創業・新事業促進課
03-3501-1767

（百万円）

地域課題解決事業推進に向けた基本指針に則り、ローカル・ゼブラ企業を中心とする地域課題解決事業
の地域での実証を実施。事業モデルや社会的インパクトの評価手法等の確立を目指す。

ローカル・ゼブラ企業

産業衰退

人口減少

福祉

域内企業 域内企業

地域中間支援者

＜採択する体制イメージ＞

ーIMM等を用いた社会的インパクトの可視化
ーインパクト戦略を踏まえたビジネスモデル策定

ローカル・ゼブラ企業の取組内容

調査事務局によるメンター派遣

地域中間支援者とローカル・ゼブラの取組内容

ー地域ビジョンの策定
ー地域課題を構造分析し、解決策を設定
ー社会的インパクトを用いた連携体制の構築
ー課題解決に必要な実証の場を提供

社会的インパクト測定・マネジメントを支援

① ②
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23 地域新MaaS創出推進事業 URL HP https://www.meti.go.jp/policy/automobile/caseyosan.html
事例等  https://www.meti.go.jp/policy/automobile/r5sumamobigaiyou.pdf

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

企業・団体等 ハード・ソフト 委託金 4月上旬～
5月上旬 7月～3月 4,900の内数

経済産業省 自動車課
モビリティDX室
03-3501-1690

（百万円）

＜①先進事例の実証支援＞三重県大台町・度会町 ＜②横展開＞スマートモビリティチャレンジ推進協議会
 大台町の診療所において、医療MaaSの人的・運行コストの削減に

向けた新たな車両・搭載機器の実証実験を実施。
 渡会町においては、町内の公民館等に、各種サービス機能を備えた

車両等を集めて一時的なサービス拠点を形成する実証実験を実施。

②移動サービス×地域サービス拠点（中山間地域の移動課題解消）

「スマートモビリティチャレンジ推進協議会」

民間事業者

地方自治体
大学・研究機関

全377団体(内自治体122)
地域新MaaS
創出推進事業
（経済産業省）

日本版MaaS
推進・支援事業
(国土交通省)

その他（全国での独自の取組）

 地域と企業の協働による意欲的な挑戦を促す「スマートモビリティチャレ
ンジ」プロジェクトを開始。会員数は377団体。

 MaaSに関する情報発信や会員同士のマッチング、シンポジウム開催
などの地域・企業等の連携強化を促進する取組を実施。

■普通車を活用（省人化）
⇒人的・運行コスト低減を検証

公共施設等を中心とした地域拠点

①移動サービス×医療（医療MaaSの更なる深化）

移動課題の解決や地域経済の活性化につながる新たなモビリティサービスについて、①毎年10件程度の先進事例の実証支援を行うととも
に、②全国各地におけるシンポジウムの開催等を通じた事例の横展開を図る取組、を推進。

事例等HP
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24 自動運転等の先行実装のためのデジタル
ライフライン整備事業 URL https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/

digital_architecture/lifeline.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R5年度補正予算 問合せ先

民間事業者 ソフト ３月頃 12,687 経済産業省 情報経済課
03-3501-0397

（百万円）

自動運転サービス支援道の設定 ドローン航路の整備 インフラ管理のDX

新東名高速道路 駿河湾沼津-浜松間
約100km 等

埼玉県秩父エリアの送電網
約150km 等

さいたま市、八王子市等の都市
約200㎢以上等

 道路・車の高度な連携で、自動運転トラック・自
動運転移動サービスを社会実装。

 労働力不足で荷物が届かなくなる、移動手段が
なくなる、などの社会システムの崩壊を防ぐ。

 人手不足に悩む点検や物流業務を、ドローンの安
全・高速な自動・自律飛行で解決。

 道路が寸断されるなどの緊急災害時にも即座に対
応。

 通信、電力、ガス、水道等、地下のインフラ設備の
デジタル地図を整備。

 老朽インフラの迅速な更新に貢献。
 点検・工事に関わる人員を省人化。

分野を横断して下支えする共通基盤の例：空間ID
 異なる基準の空間情報を統合・単純化し、機械の高速処理を実現。
 地理空間情報活用推進会議等において、関係省庁の取組と連携。

 DADCにおいてシステム全体の見取り図（アーキテクチャ）を設計し、それを踏まえて
民間事業者等がシステム開発を実施。

共通基盤に基づいた航路情報提供システム等共通基盤に基づいた空間情報提供システム等 共通基盤に基づいたデジタル地図等

～人手不足でも人・物の移動を止めない～ ～省人化や効率化、迅速な災害復旧に～～点検や物流の変革、災害時の緊急対応に～
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25 遠隔医療設備整備事業 URL https://www.mhlw.go.jp/stf/index_0024.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県、市町村、厚
生労働大臣の認める者 ハード ２分の１ ２月下旬

140
※医療施設等設備整備費
補助金のメニュー予算

厚生労働省 医政局総務課
03-3595-2189

（百万円）

１  事業の目的
この事業は、情報技術を応用した遠隔医療を実施することにより、医療の地域格差を解消し、医療の質及び信頼性を確保する

ことを目的とする。

２  事業の概要・スキーム
情報通信機器を活用して病理画像・Ｘ線画像等を遠隔地の医療機関に伝送し、専門医の診断・助言を得ることで、適切な対応

を可能とする。また、患者の通院負担軽減や医師の移動負担軽減、医療資源の柔軟な活用などの観点から、情報通信機器を活用
して、医師と患者間における遠隔地からの診療を行う。

遠隔画像診断

【概要】
Ｘ線写真やＭＲＩ画像など、放射線科で使用

される画像を通信で伝送し、遠隔地の専門医が
診断を行う。

【効果】
専門医による高度で専門的な診断を受けら

れる。

大学病院等
地域病院

ネットワーク

CT、MRI画像登録
読影ﾚﾎﾟｰﾄ受領

CT、MRI画像読込
読影結果登録

医師ー医師間(D to D)

遠隔相談

【概要】
画像を見ながら遠隔地の医師との症例検討

を行うなど、医師等に指導を行う。

【効果】
医療の地域間格差の解消、患者やその保護

者などの安心感向上につながる。

専門医(小児科医など)

専門医のいる病
院患者のいる

地域の病院

地域の医師

遠隔病理診断

【概要】
体組織の画像や顕微鏡の映像を送受信する

などし、遠隔地の医師が、特に手術中にリアル
タイムに遠隔診断を行う。

【効果】
リアルタイムで手術範囲の決定など専門医の

判断を仰ぐことができる。

医師ー医師間(D to D)

手術執刀医側

電動顕微鏡

担当医

ネットワーク

顕微鏡コントロール顕微鏡操作
ｺﾝﾄﾛｰﾗｰ

専門医(病理医)側

顕微鏡動画像

映像／音
コミュニケーション

医師ー患者間(D to P、D to P with N 等)

遠隔診療（オンライン診療）
【概要】

医師－患者間において、情報通信機器を通し
て、患者の診察及び診断を行い診断結果の伝
達や処方等の診療行為をリアルタイムで行う。

【効果】
医療に対するアクセシビリティを確保し、

よりよい医療を得られる機会を増やすことが
できる。

患 者 医 師指示

診察
ネットワーク
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26 指定管理鳥獣捕獲等事業費 URL https://www.env.go.jp/nature/choju/reinforce/index.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県・協議会 ソフト
交付金(補助
率1/2、2/3、

定額)
１月～２月頃 200

環境省自然環境局野生生物課
鳥獣保護管理室
03-5521-8285

趣旨・目的、内容やイメージ、流れ等の事業の詳細
（ＰＲ版等）

既存のPR版等、事業概要がわかるものを貼り付けてください。

（百万円）
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農業の生産条件が不利な中山間地域等において、農業生産活動の継続を支援することにより、多面的機能の発揮を図る。趣旨・目的

27 中山間地域等直接支払交付金 URL
HP https://www.maff.go.jp/j/nousin/tyusan/siharai_seido/
事例等   https://www.maff.go.jp/j/nousin/tyusan/siharai_seido/

s_torikumi/r0501.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

農業者の組織する
団体等 ソフト 定額 ～６月 26,100 農林水産省農村振興局地域振興課

03–3501-8359
（百万円）

HP 事例等
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28 多面的機能支払交付金 URL HP https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/tamen_siharai.html
事例等 https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/jirei_syu.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

農業者等の組織する
団体 ソフト 定額 ～6月 1月～2月 48,589

農林水産省農村振興局
農地資源課多面的機能支払推進室
03-6744-2447

（百万円）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．多面的機能支払交付金 47,050（47,050）百万円
① 農地維持支払

地域資源の基礎的保全活動等の多面的機能を支える共
同活動を支援します。

② 資源向上支払
地域資源の質的向上を図る共同活動、施設の長寿命化

のための活動を支援します。

２．多面的機能支払推進交付金 1,539（1,602）百万円
交付金の適正かつ円滑な実施に向けて、都道府県、市町村

等による多面的機能支払交付金の推進を支援します。
［５年間以上実施した地区は、➋に75％単価を適用］
※１：➋、❸の資源向上支払は、

 ➊の農地維持支払と併せて取り組むことが必要
※２：➊､➋と併せて❸の長寿命化に取り組む場合は､

 ➋に75％単価を適用
※３：❸の長寿命化において、直営施工を

 行わない等の場合は、5/6単価を適用

都府県 北海道

❶農地維持支払 ❷資源向上支払
（共同）

❸資源向上支払
（長寿命化）

❶農地維持支払 ❷資源向上支払
（共同）

❸資源向上支払
（長寿命化）

田 3,000 2,400 4,400 2,300 1,920 3,400
畑 2,000 1,440 2,000 1,000 480 600

草地 250 240 400 130 120 400

（円/10a）

※1,2,3 ※1,2,3※1 ※1

＜事業の流れ＞

農地維持支払
・農地法面の草刈り、水路の泥上げ、農道の路面維持 等
・農村の構造変化に対応した体制の拡充・強化、地域資源
の保全管理に関する構想の策定 等

水路の泥上げ農地法面の草刈り 農道の路面維持

・水路、農道、ため池の軽微な補修、景観形成や生
態系保全などの農村環境保全活動 等

・老朽化が進む水路、農道などの長寿命化のための
補修 等

水路のひび割れ補修 農道の窪みの補修 ため池の外来種駆除

資源向上支払

実 施 主 体：農業者等で構成される組織（ ➊及び❸は農業者のみで構成する組織でも取組可能 ）
対象農用地：農振農用地及び多面的機能の発揮の観点から都道府県知事が定める農用地

項目 都府県 北海道

多面的機能の更なる増進 多面的機能の増進を図る活動の取組数を新たに１つ以上増加させる場合等
田 400 320
畑 240 80

草地 40 20
水田の雨水貯留機能の強
化（田んぼダム）の推進 資源向上支払（共同）の交付を受ける田面積の１/２以上で取り組む場合 田 400 320

【加算措置】

国 都道府県 市町村等
定額定額

（２の事業）

【交付単価】

（円/10a）

国 都道府県 市町村
定額定額

農業者等
定額

（１の事業）

HP 事例等
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29 重層的支援体制整備事業 事業
URL

HP https://www.mhlw.go.jp/kyouseisyakaiportal/jigyou/
事例等   https://www.mhlw.go.jp/kyouseisyakaiportal/jirei/

事業実施主体
（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望

調査時期
令和６年度当

初予算 問合せ先

市町村 ソフト

下記の事業うち、
・①⑦ 38.5/100 ・⑥25/100
・②⑧50/100以内 ・⑨1/3
・ ③2/3   ・⑩⑪⑫⑬ 1/2
・ ④⑤3/4

54,281
厚生労働省 社会・援護局
地域福祉課地域共生社会推進室
(代表)03-5253-1111(内線)2289

市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築し、
属性別の支援体制では困難な複合課題や狭間のニーズに対応するとともに、地域づくりに向けた支援を行い、地域において誰もが多様な経路
でつながり、参加することのできる環境を広げることで重層的なセーフティネットを築き、地域福祉の増進に努める。

趣旨・目的

市町村において、地域住⺠の複合・複雑化した⽀援ニーズに対応する包括的な⽀援体制を整備するため、
対象者の属性（⾼齢、障害、⼦ども、⽣活困窮）を問わない相談⽀援、多様な参加⽀援、地域づくりに向けた⽀援を⼀体的に実施。
①地域包括支援センターの運営   ⑥地域介護予防活動支援事業                          ⑪多機関協働事業
②基幹相談支援センター等機能強化事業等   ⑦生活支援体制整備事業   ⑫アウトリーチ等を通じた継続的支援事業
③利用者支援事業   ⑧地域活動支援センター機能強化事業             ⑬参加支援事業
④自立相談支援事業                                             ⑨地域子育て支援拠点事業
⑤福祉事務所未設置町村による相談事業    ⑩生活困窮者支援等のための地域づくり事業

事業内容

HP 事例等
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30 市町村管理構想・
地域管理構想策定推進対策 URL ＨＰ  https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000130.html

事例等 https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000131.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

市町村・地域 ソフト ３月～
４月頃 19

国土交通省 国土政策局
総合計画課 国土管理企画室
03-5253-8359

（百万円）

■調査内容
 市町村管理構想、地域管理構想のモデルとなる先進事例を形成するとともに、得られた知見を整理して人材育成を行う。さらに、事例形成や研修等の成果や課題等

を整理し全国展開に向けた方策検討を行う。

① 基礎情報※１を収集・分析・整理し、市町村職員や地域住民等によるワークショップ等を開催し、管理構想の検討を実施（２年程度での策定を想定）

※１ 人口・年齢、地域資源、農地・森林・宅地の分布・管理状況、災害リスク等

② 市町村や地域で管理構想づくりを進められる人材育成研修を実施

③ 事例形成や研修等で得られた成果や課題等を整理し、更なる展開に向けた方策を検討

■背景、目的
人口減少・少子高齢化の中で適切な国土管理を推進するため、令和３年６月に策定した「国土の管理構想」に基づき、市町村や地域において、土地の現状把握と将来予
測をもとに、管理の優先度や管理方法等を検討し、土地の管理の在り方を示す「市町村管理構想」「地域管理構想」の策定を推進する。

HP 事例等
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31 モーダルシフト等推進事業 URL https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/ms_subsidy.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先
荷主企業及び貨物運送事
業者等物流に係る関係者
によって構成された協議
会であって、予め大臣の

認定を受けた者

ソフト
定額

1/2以内
2/3以内

４月～6月 40.6
国土交通省 物流・自動車局
物流政策課
03-5253-8799

趣旨・目的、内容やイメージ、流れ等の事業の詳細
（ＰＲ版等）

既存のPR版等、事業概要がわかるものを貼り付けてください。

（百万円）
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32 半島振興広域連携促進事業 URL https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/kokudoseisaku_chisei_tk_000135.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県・市町村等 ソフト 1/2、1/3 1月～2月頃 60
国土交通省 国土政策局
地方振興課 半島振興室
03-5253-8425

（百万円）
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33 豪雪地帯安全確保緊急対策交付金 URL https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/kokudoseisaku_chisei_tk_000150.html 

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

道府県
市町村 ソフト 定額、1／2 随時 11月頃 75

国土交通省 国土政策局
地方振興課
03-5253-8404

（百万円）

○ 地域安全克雪方針策定への支援(補助率10/10） ※策定主体は市町村
自立的で安全な地域を実現するための将来構想を地域ぐるみで設定し、その達成のための地域のルールや各主体の取組を

定める地域安全克雪方針の策定に対して重点的な支援を行う。

○ 方針策定に向けた試行的取組への支援（補助率1/2)
方針策定に並行して行う試行的な取組に対して支援を行う。

＜取組の例＞
• 多様な主体の参画による除排雪の体制づくり

（要援護世帯等への屋根雪下ろし支援や除排雪のための
装備・資機材の購入を含む）

• 安全講習会の開催等、除排雪の担い手の育成
（移住間もない世帯への支援を含む）
• 克雪住宅化やアンカー設置に関する普及活動
• 除排雪に関する自動化、省力化等に資する技術の導入
• 所有者不明空き家の屋根雪下ろし等による落雪被害防止に係る体制づくり 等

【事業主体】
○ 道府県、市町村

概要

対象事業

 豪雪地帯において除排雪時の死傷事故が多発していることを踏まえ、将来を見据えた戦略的な方針の策定と、持続可能な除排雪
体制の整備等に取り組む自治体（道府県及び市町村）を支援する。

雪下ろし実技講習

-42-
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34 農山漁村振興交付金のうち
山村活性化支援交付金 URL

HP   https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/
shinko_kouhukin.html

事例等 https://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sanson/
s-zirei/zirei.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

市町村、地域協議会、
民間団体等 ソフト 定額 2月～3月 12月頃 780

農林水産省農村振興局
農村政策部地域振興課
03-6744-2498

（百万円）

HP 事例等
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35 農山漁村振興交付金のうち
最適土地利用総合対策 URL https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/shinko_kouhukin.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県、市町村、
地域協議会等 ハード・ソフト 定額、

5.5/10等 随時 10月頃（随時） 8,389の内数
農林水産省農村振興局
農村政策部地域振興課
03-6744-2665

（百万円）
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36 みどりの食料システム戦略推進交付金のうち
有機農業産地づくり推進 URL https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/yuuki/organic_village.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

市町村等 ソフト 定額、1/2 １月中旬～２月中旬予定
(状況に応じ随時) 650の内数 農林水産省 農業環境対策課

03-6744-2114
（百万円）

地域ぐるみで有機農業に取り組む市町村等の取組を推進するため、有機農業の団地化や学校給食等での利用、販路拡大等、生産から消費まで
一貫し、農業者のみならず事業者や地域内外の住民を巻きこんで有機農業を推進する取組の試行や体制づくりへの支援、都道府県の推進体制
づくりへの支援に加え、取組面積の飛躍的な拡大に取り組む産地を支援することにより、先進的なモデル地区を創出。

趣旨・目的

-45-
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37 国宝重要文化財等保存・活用事業費補助金 URL https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/hojokin.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

国指定等文化財の
所有者等 ハード 原則50%

上限85%
年５回を予定

※4月、6月、9月、
11月、2月 頃

24,598
文部科学省文化庁
文化資源活用課
075-451-4111(内線9659)

（百万円）

国指定等文化財の保存・継承・活用等を行う。趣旨・目的

国指定等文化財の所有者等が文化財の保存・継承・活用等を行うために必要な経費を補助する。事業内容
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38 国宝重要文化財等防災施設整備費補助金 URL https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/hojokin.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

国指定等文化財の
所有者等 ハード 原則50%

上限85%
年５回を予定

※4月、6月、9月、
11月、2月 頃

2,314
文部科学省文化庁
文化資源活用課
075-451-4111(内線9673)

（百万円）

国指定文化財の防火対策や耐震対策を行う。趣旨・目的

国指定等文化財の所有者等が防災対策を行うために必要な経費を補助する。事業内容

-47-

https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/hojokin.html


39 へき地保健医療対策 URL ー

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

下図参照 ハード・ソフト 下図参照
【医政局分】

ハード：２月下旬
ソフト：６月下旬
【保険局分】随時

【医政局分】
ハード：２月下旬
ソフト：６月下旬
【保険局分】－

11,750
厚生労働省 医政局 地域医療計画課
医師確保等地域医療対策室／
保険局 国民健康保険課
03-5253-1111（代表）

趣旨・目的、内容やイメージ、流れ等の事業の詳細
（ＰＲ版等）

既存のPR版等、事業概要がわかるものを貼り付けてください。

（百万円）

(1) へき地医療支援機構の運営 （1/2補助） ２５９百万円

都道府県単位の広域的な支援体制を図るため、各都道府県に「へき地医療支援機構」を

設置し、支援事業の企画、調整及び医師派遣の実施等を補助する。

(2) へき地医療拠点病院等の運営 ６，６０６百万円

へき地における医療の提供など支援事業を実施する医療機関等の運営に必要な経費を

補助する。

ア へき地医療拠点病院運営費 （1/2補助）

イ へき地保健指導所運営費 （1/2補助）

ウ へき地診療所運営費（国保直診分（保険局計上分）含む）

（沖縄県以外：2/3補助、沖縄県：3/4補助）

エ へき地診療所医師派遣強化事業 （1/2補助）

(3) へき地巡回診療の実施 １５０百万円

無医地区等の医療の確保を図るため、医師等の人件費及び巡回診療車等の運行に必要

な経費を補助する。

ア へき地巡回診療車（船）（医科・歯科） （1/2補助）

イ へき地巡回診療航空機（医科） （1/2補助）

ウ 離島歯科診療班 （1/2補助）

(4) 産科医療機関の運営 （1/2補助） ２８１百万円

分娩可能な産科医療機関を確保するため産科医療機関の運営に必要な経費を補助する。

(5) へき地患者輸送車（艇・航空機）運行支援事業 ２２９百万円

無医地区等の医療の確保を図るため、無医地区等から近隣医療機関等の輸送に必要な

経費を補助する。

ア へき地患者輸送車（艇） （1/2補助）

イ メディカルジェット（へき地患者輸送航空機） （1/2補助） など

２ 内 容

補助対象事業《メニュー区分》（事業実施主体）

へき地医療拠点病院（公立・公的・民間・独法）（1/2補助）

へき地診療所（公立・公的・民間・独法）（沖縄県以外：1/2補助、沖縄県：2/3補助）

へき地患者輸送車（艇）（公立・公的・民間・独法）（1/2補助）

へき地巡回診療車（船）（公立・公的・民間・独法）（1/2補助）

へき地・離島診療支援システム（公立・公的・民間・独法）（1/2補助） など

３ 補助対象

２ 要 旨

補助対象事業《メニュー区分》 （事業実施主体）

へき地医療拠点病院（公立・公的・民間・独法）（1/2補助）

へき地診療所（公立・公的・民間・独法）（1/2補助） など

へき地保健医療対策予算の概要 医療施設等 設備 整備費補助金の概要

１ 予算額

へき地・離島などの過疎地の住民に対する医療の確保及び臨床研修医の研修環境
の充実等を図るため、医療施設や臨床研修病院等の設備整備を支援するもの。

医療施設等 施設 整備費補助金の概要
１ 予算額

【令和５年度予算額】 【令和６年度予算案】

２０．７億円 → １７．８億円

１ 予算額
【令和５年度予算額】 【令和６年度予算案】

７４．９億円 → ７５．３億円

２ 要 旨

【令和５年度予算額】 【令和６年度予算案】

２４．５億円 → ２４．５億円

へき地・離島などの過疎地の住民に対する医療の確保及び臨床研修医の研修環境
の充実等を図るため、医療施設や臨床研修病院等の施設整備を支援するもの。

３ 補助対象

-48-



40 地域運営組織（RMO） URL https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/chiiki_unneisosiki.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県・市町村 ソフト
普通交付税
措置・特別
交付税措置

31
総務省地域力創造グループ
地域振興室
03-5253-5533

（百万円）
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41 社会教育主事、社会教育士 URL https://www.mext.go.jp/a_menu/01_l/08052911/mext_00667.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県・市町村 ソフト 文部科学省 地域学習推進課
03-5253-4111（内線3455）

○ 「社会教育士」は、教育委員会事務局に配置される「社会教育主事」
になるための講習や養成課程を修了した者に与えられる「称号」です。

社会教育主事にならなくても、その能力があることが分かるようにするため、
令和２年４月に新設しました。

○ 講習や養成課程で習得したコーディネート能力、ファシリテーション能
力、プレゼンテーション能力等を活かし、教育委員会のみならず、福祉や
防災、観光、まちづくり等の社会の多様な分野における学習活動の支援
を通じて、行政や企業、NPO、学校等の様々な場で、人づくりやつなが
りづくり、地域づくりに中核的な役割を果たすことが期待されています。

＜具体的な職務の例＞
① 教育委員会事務局が主催する社会教育事業の企画・立案・実施
② 管内の社会教育施設が主催する事業に対する指導・助言
③ 社会教育関係団体の活動に対する助言・指導
④ 管内の社会教育行政職員等に対する研修事業の企画・実施

○社会教育主事は、社会教育法に基づき都道府県・市町村の教育
委員会に置くこととされている専門的職員であり、 地域の社会教育
事業の企画・実施及び専門的な助言と指導を通し、地域住民の学
習活動の支援を行う。

○社会教育行政の中核として、地域の社会教育行政の企画・実施及び専門的な助
言と指導に当たることを通し、人々の自発的な学習活動を援助すること。
○「学びのオーガナイザー」（※）として、社会教育行政のみならず、地域における多様
な主体の地域課題解決の取組においても、コーディネート能力やファシリテート能力等を
発揮し、取組全体をけん引する中心的な役割を担うこと。

「人口減少時代の新しい地域づくりに向けた社会教育の振興方策について」
（平成30年12月 中央教育審議会答申）より

※学びのオーガナイザー：様々な主体を結び付け、地域の資源や各主体が
有する強みを活かしながら、地域課題を「学び」に練上げ、課題解決に繋げ
ていく人材。
「人々の暮らしと社会の発展に貢献する持続可能な社会教育システムの構築に向けて」
（平成29年3月 学びを通じた地域づくりに関する調査研究協力者会議 論点の整理）より

○人と人、組織と組織をつなぐコーディネート能力
○人々の納得を引き出すプレゼンテーション能力
○人々の力を引き出し、主体的な参画を促すファシリテーション能力

必要な資質・能力

〈養成のカリキュラムにおいて具体的に習得すべき能力〉
○生涯学習・社会教育の意義等、教育上の基礎的知識
○地域課題や学習課題の把握・分析能力
○社会教育行政の戦略的展開の視点に立った施策立案能力
○多様な主体との連携・協働に向けたネットワーク構築能力
○学習者の特性に応じてプログラムを構築する学習環境設計能力
○地域住民の自主的・自発的な学習を促す学習支援能力

期待される役割

「社会教育主事養成の見直しに関する基本的な考え方について」
（平成29年8月 社会教育主事養成等の改善・充実に関する検討会）より
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42 公民館 URL https://www.mext.go.jp/a_menu/01_l/08052911/mext_00479.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

市町村 ソフト 文部科学省 地域学習推進課
03-5253-4111（内線3455）

〇  社会教育法第20条に規定する、市町村その他一定区域内の住民のために、実際生
活に即する教育、学術及び文化に関する各種の事業を行い、住民の教養の向上、健康
の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的と
する社会教育施設。

1.事業の目的、内容

〇 市町村及び公民館設置の目的をもって設立された一般社団法人又は一般財団法人

２.設置及び運営主体

〇 全国 13,163館
 （市(区)立 9,282館（81.7％）、町立 3,272館（79.4％）、村立 607館（72.1％）、法人立 2館）
 （令和３年度「社会教育調査」（令和３年10月１日時点）、 カッコ内は設置している自治体の割合）

３.設置状況

〇 第11期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理では、今後の生涯学習・社会教育の振興方策として、地域コミュニティづくりや子供の
居場所など役割の明確化やデジタルデバイドの解消に向けた取組など公民館等の社会教育施設の機能強化、社会教育士の公民館等への配置促進
など社会教育人材の活躍機会の拡充について記載されている。

○ また、今後の生涯学習・社会教育の振興方策（重点事項）について（令和５年３月15日中央教育審議会総会（第135回））において、子供
や若者が集い学び合う場としての社会教育施設を推進し、公民館等の社会教育施設が子供や若者の集い学び合う場となり、子供の居場所としての役
割も果たせるよう、優良事例を収集し、横展開を図ると記載されている。

４.公民館をめぐる直近の動き
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地域の活性化に向け意欲的な取組を行おうとする地域に対して、地域おこしの専門家(地域活性化伝道師)を紹介し指導・助言を行う。

事業概要

地域の成長力強化・雇用創出に資するよう、これを担う地域人材力の強化について地域活性化伝道師が切れ目なく支援

①地域のリーダーの育成

地域活性化伝道師の講義を受け、
取組の立ち上がり段階における
実行プランの企画、取組の実施
体制の構築を後押し。

②実務者の育成

実行プランに基づく取組を実施
拡大していく上で必要となる
人員を確保し、スキルアップ研修
などの実施を後押し。

地域リーダーが中心となって、
地域の産学官連携で商品開発を
進め、事業化に必要な経営や
広告・宣伝のノウハウを伝授。

④販路拡大・雇用創出

マーケティング・販路拡大の
支援を実施することにより、
地域の新たな産業として定着。
これがモデルとなり、地域間
連携により、広域的に波及。

③事業化の推進

43 地域活性化伝道師派遣制度 URL https://www.chisou.go.jp/tiiki/dendoushi/index.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県・市町村
団体等 ソフト ２月末～４月末

５月～８月中旬 0.7 内閣府 地方創生推進事務局
03-5510-2167

（百万円）

○地域活性化伝道師登録数 ３３０名  ＜分野別登録数（重複を含む）＞

 ○令和４年度実績：地域活性化伝道師５名を全国６地域に派遣
○活用方法

 ① 各地方公共団体及び団体等が、課題解決への取組みに適した伝道師を選び、任意に招へいや相談を行う。
   ② 地方創生推進事務局が、地域に対する助言等の一環として、取組熟度が相当程度高く、支援する意義が特に高いと判断される

場合に、地域活性化伝道師を当該地域へ派遣する。

１．地域産業・イノベー
ション・農商工連携

２．地域医療、福祉・
介護、教育

３．地域コミュニティ・
集落再生

４．地域交通・情報通信 ５．農・林・水産業 ６．観光・交流 ７．環境 ８．まちづくり

１２１人 ２１人 ８１人 １１人 ５５人 １２１人 ２７人 １３１人

地域活性化伝道師登録数、実績及び活用方法
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44 外部専門家（地域力創造アドバイザー）
招へい事業 URL https://www.soumu.go.jp/ganbaru/jinzai/index.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

市町村 ソフト 特別交付税
措置

総務省地域力創造グループ
人材力活性化・連携交流室
03-5253-5333
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45 地域おこし協力隊 URL
HP https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-

gyousei/02gyosei08_03000066.html
事例等 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-

gyousei/kyoryokutai_r04.html
事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県・市町村 ソフト 特別交付税
措置 248

総務省地域力創造グループ
地域自立応援課
03-5253-5394

（百万円）

HP 事例等
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46 地域プロジェクトマネージャー URL https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/02gyosei08_04000210.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

市町村 ソフト 特別交付税
措置

総務省地域力創造グループ
地域自立応援課
03-5253-5391
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47 地域活性化起業人 URL
HP・事例等
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/
bunken_kaikaku/02gyosei08_03100070.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

市町村 ソフト 特別交付税
措置

総務省地域力創造グループ
地域自立応援課
03-5253-5392
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48 集落支援員 URL https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/
c-gyousei/bunken_kaikaku/02gyosei08_03000070.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県・市町村 ソフト 特別交付税
措置

総務省地域力創造グループ
過疎対策室
03-5253-5536
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49 特定地域づくり事業協同組合制度 URL https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/
tokutei_chiiki-dukuri-jigyou.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県・市町村 ソフト 原則1/2 随時 ー 560
※予算計上は内閣府

総務省地域力創造グループ
地域振興室 03-5253-5534

（百万円）

地域人口の急減に直面している地域においては、農林水産業、商工業などの地域産業を始め、地域の担い手不足に対処する必要があることから、
「地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律」に基づく特定地域づくり事業協同組合が、域内外の若者等を雇用
し、組合員である事業者の事業に従事する機会を提供すること等により、地域社会の維持・地域経済の活性化を図り、地域づくり人材のベース
キャンプとして機能するよう支援する。

事業内容



50 農村プロデューサー養成講座 URL https://www.maff.go.jp/j/nousin/course/index.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先
地方自治体職員

地域づくりに関心・
意欲のある人

ソフト ５月～６月
※実践コース

8,389の内数
※農山漁村振興交付金

農林水産省農村振興局
農村政策部都市農村交流課
03-3502-5946

（百万円）

≪事業概要≫
○ “地域への愛着と共感を持ち、地域住民の思いを汲み取りながら、地域の将来像やそこで暮らす人々の希望の実現に向けてサポートする人材”『農村プロ

デューサー』を養成。
○ 「入門コース」と「実践コース」で構成。「実践コース」は、オンライン形式（ライブ配信）と対面形式を併用し、“実例を基にした模擬演習”や“研修生自

らの実践活動”による現場力アップを重視。さらに修了後は、修了生や講師陣をつなぐネットワークを構築。

１．研修の目標

入門コース（定員なし）

オンライン講演（ライブ配信）

・地域づくりに造詣の深い有識者による研
究分野等に関する講義

・地域で活躍する実践者による活動プロセ
ス等の紹介

・チャットを用いた質疑応答
・全６回（各90分程度）

２．受講対象者

３．主な内容

・農山漁村地域における、創意工夫にあふ
れる地域づくりの取組内容を学ぶことに
より、地域づくりの実践に向けたプロセ
スを習得

・地域づくりに関心のある者が幅広く参加
可能

・実践コースの受講希望者は、入門コース
を受講することが望ましい

実践コース（120人程度）

・地方自治体職員※及び地域づくりに意欲がある者等

・地域への愛着と共感を持ち、地域住民の思いを汲み取
りながら、地域の将来像やそこで暮らす人々の希望の
実現に向けてサポートできる人材（農村プロデュー
サー）を養成

※ 地方自治体職員として、農林水産、社会教育、福祉、地域共生社会、企画等の部局
の職員、地域担当職員、農林水産普及指導員（都道府県）、農業委員・農地利用最
適化推進委員（市町村）等を想定

１．研修の目標

２．受講対象者

３．主な内容

（３）研修生自らの実践活動＋実践［実地研修］・
研修生が取組む実践活動の中からモデルケースを選出

・受講生が取組む実践活動の中からモデルケースを選出
・受講生及び修了者は講師からのアドバイスを受け、現

場レベルで企画・実践
・モデルケースを題材として、農村プロデューサーに求め

られるポイントをオンラインゼミで議論
・修了者が実践するモデルケースでは、修了者を対象に

実地研修を開催

（１）オンライン講義（ライブ配信）

・地域及び地域住民に関する現状把握や分析手法、実践
に向けたロードマッピング等の基礎を学ぶ

・地域づくりに造詣の深い講師による講義
・チャットを用いた質疑応答
・２日間（計６時間程度）

（２）対面講義（実例を基にした模擬演習等）

・ワークショップ形式の演習により、（１）で習得した手
法を現場で実践するためのトレーニングを実施、また研
修生同士の連携も推進

・２泊３日（全国7会場で開催）

研修修了後のネットワークイメージ
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51
みどりの食料システム戦略推進総合対策
（有機農業推進総合対策事業）のうち
有機農業新規参入者技術習得等⽀援事業

URL https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/yuuki/yosan_yuuki.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

民間団体等 ソフト 定額 2月～3月頃
予定 650の内数 農林水産省 農業環境対策課

03-6744-2114
（百万円）

新たに有機農業に取り組む農業者が、国際水準の有機農業に関する技術的基準等を習得するため、有機JASに関する研修や初回のほ場実地検
査（有機JAS認証検査）を受講・受検する取組や品目別の有機栽培技術の講習会の開催や研修カリキュラムの内容調査、設計等を支援。趣旨・目的
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 デジタルを含む地方創生に真に必要かつ実践的知識をeラーニングの形でオンラインのデジタルプラットフォームを通じて
幅広く提供するほか、地域課題に対応した実地講座を実施。

52 地方創生カレッジ URL https://chihousousei-college.jp/

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

自治体職員・
民間事業者・学生等 ソフト 166 内閣府 地方創生室

03-6257-1412
（百万円）
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53 関係人口創出・拡大事業
（関係人口ポータルサイト） URL HP   https://www.soumu.go.jp/kankeijinkou/

事例等 https://www.soumu.go.jp/kankeijinkou/region/index.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

都道府県・市町村・
事業者等 ソフト 普通交付税

措置 ６
総務省地域力創造グループ
地域自立応援課
03-5253-5391

（百万円）

HP 事例等
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54 関係人口創出・拡大のための
対流促進事業 URL https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kankei/index.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R6年度当初予算 問合せ先

民間事業者 ソフト ５月上旬 70 内閣府地方創生推進室
03-5510-2457

（百万円）

国

補助金（定額）
民間事業者

（執行管理団体）

①関係人口創出・拡大官民連携全国協議会の運営

関係人口の創出・拡大に向けて、かかわりラボを基盤に、全国規

模のオンラインイベントや現地研修会の開催等とともに、会員

間の情報交換の促進やマッチング等、かかわりラボの自立自走

化に向け取組む民間事業者を支援します。

②中間支援組織の地域貢献モデル事業への支援
かかわりラボの中間支援組織育成・支援機能として、中間支援組

織と地域のマッチング等に取り組む民間事業者等によるモデル

事業を支援します。

【かかわりラボの取組例】

○関係人口は、特定の地域に継続的に多様な形で関わることで、地

域の社会課題解決や魅力向上に貢献する存在であり、特に人口減

少・高齢化の深刻な地域においては、関係人口が地域住民の共助

の取組に参画していくことで、地域の内発的発展を誘発すること

が期待されます。

○関係人口を創出・拡大するためには、地域住民をはじめとした受

入れ側と都市部住民双方のニーズを十分に把握しながら丁寧な

マッチングを行うことができる中間支援組織の存在が重要です。

○このため、本事業においては、

①中間支援組織や地方公共団体が参加する官民連携協

議会（かかわりラボ）の運営・機能強化検討

②中間支援組織が行う全国展開型の地域貢献モデル事業への支援

等に取り組みます。

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

かかわりラボの枠組みにおいて、中間支援組織の育成・支援の取組
の拡大を加速化することで、地方への人の流れを生み出すとともに、
にぎわいの創出や地域の取組を支える担い手の確保に貢献します。

期待される効果

計画等のブラッシュアップに必

要となる最良のメンターの紹介

中間支援組織と地方公共団体と

のマッチング

個々の社会課題に対応した最適

なソリューションを提案
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